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午後３時３０分開会 

○池本部会長 それでは、予定時間になりましたので始めたいと思いますが、ここからは

合同部会という特別な形態で進めたいと思います。その趣旨について事務局からまず御説

明をお願いできますか。 

○企画調整課長 企画調整課長の赤羽でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 消費生活対策審議会検討部会と消費者教育推進協議会の委員、専門員の皆様、本日は雨

の中、お忙しいところをお集まりいただきましてどうもありがとうございます。 

 これから約１時間は検討部会と消費者教育推進協議会の合同部会ということで開催させ

ていただきます。 

 検討部会の皆様には、先ほどの御審議から引き続く形で第４回の検討部会としての位置

づけとなります。協議会の皆様は、この合同部会終了後、休憩を挟みまして消費者教育ア

クションプログラムについて御審議いただく時間とあわせて、第１回の消費者教育推進協

議会という位置づけになります。非常にイレギュラーな形になってわかりにくくて恐縮で

ございますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 という経緯でここから合同部会という形で諮問事項のうちの消費者教育の展開等に係る

部分というところで審議をしたいと思います。 

 先ほどまでほかのパートの部分について検討部会の側で議論しておりました、私、その

部会長でございますが、本来、消費者教育推進協議会については部会長として越山委員が

こちらにいらっしゃるのですが、先ほどからの議論の続きというところもありますので、

引き続き私のほうで議事進行を進めさせていただければと思いますが、よろしいでしょう

か。 

（「はい」と声あり） 

○池本部会長 では、そういうことで早速審議に入っていきます。 

 事務局から定足数の報告、それから、配付資料の確認を先にお願いできますか。 

○企画調整課長 それでは、検討部会の委員の皆様には、定足数と配付資料の確認は既に

先ほど行わせていただきましたので、推進協議会の委員の皆様に御報告をさせていただき

ます。 

 推進協議会の出席の状況でございますけれども、当協議会は委員５名と専門員３名で構

成されておりまして、本日は委員の皆様全員御出席をいただいております。これによりま
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して、審議会運営要綱第８による定足数には達しております。 

 次に、本日お配りしております資料を確認させていただきます。 

 資料１が協議会の委員名簿でございます。 

 資料２が協議会の幹事・書記名簿でございます。 

 資料３が「東京都における今後の消費生活行政の展開について（中間のまとめ）に対す

る意見募集結果」でございます。 

 資料４が「東京都における今後の消費生活行政の展開について 答申（案）」でございま

す。 

 資料５からが、次の第３部の協議会で使用する資料となりますけれども、「東京都消費者

教育アクションプログラム（平成２６年度版）取組実績（抜粋）」でございます。 

 資料５に枝番号で各事業の説明資料を添付してございますので、後ほど御説明をさせて

いただきます。 

 資料６が「東京都消費者教育アクションプログラム取組実績（平成２６年度上半期）」で

ございます。 

 その他、参考資料といたしまして、「消費生活対策審議会 今後の予定」、審議会の検討

部会の委員名簿、条例関係規程集、条例の逐条解説、消費者教育推進計画、消費者教育ア

クションプログラム（平成２６年度版）、また、クリップどめのもので消費生活総合センタ

ーから学習教材、参考資料等を配付させていただきましたので、後ほど御確認をお願いい

たします。 

 不足している資料等がございましたら、どうぞ近くの職員にお知らせください。 

 また、参考資料の冊子になりました４冊の資料でございますが、今後の会議等でも使用

いたしますので、こちら４冊分につきましては終了後も持ち帰らずに机上にお残しいただ

ければと思っておりますので、どうぞ御協力をお願いいたします。 

 以上でございます。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 審議に入る前に、この合同部会の公開の取り扱いのことを確認させていただきたいと思

います。東京都消費生活対策審議会運営要綱第１１によりますと、この合同部会も原則と

して公開の扱いということになりますので、そのように取り扱いをさせていただきたいと

思います。また、議事録につきましても後日公開する予定でございますので、御了承いた

だきたいと思います。 
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 それでは、審議に入りたいと思いますが、消費者教育推進協議会の委員として３時半か

らの部分に御参加いただいた方にここまでの審議の経過を簡単に御説明申し上げます。 

 先般、この中間取りまとめについて都民意見の募集というものを行いました。それに基

づいて配付資料３の出された意見と、それに対する都の考え方という取りまとめ資料がご

ざいます。そして、それを含めて今後の消費者行政の展開についてという資料５をどうい

うふうに取りまとめていくかということの議論をしていくのですが、消費者教育推進の第

２章を除く序章、第１章、第３章については、先ほどまでの約１時間で審議をしてきたと

ころでございます。 

 そこで、この後の時間で「消費者教育の展開について」という部分と、最後の「今後の

消費者行政の展開に関する東京都への提言について」の２つの部分について御審議をいた

だくことになります。 

 それでは、まず、事務局から都民意見募集の結果についての御説明をお願いしたいと思

います。 

○企画調整課長 それでは、御説明をさせていただきます。 

 資料３をごらんください。検討部会の皆様には説明が重複して申しわけございませんが、

資料３が中間のまとめに対する都民意見の募集結果をまとめたものでございます。 

 意見募集の概要でございますが、周知方法といたしましては、東京都の公式ホームペー

ジ、また、生活文化局ウエブサイトの「東京くらしＷＥＢ」に掲載しております。また、

ツイッター等で意見募集の呼びかけを何回かツイートしております。 

 募集期間といたしましては、本年９月３０日から１０月２０日までの２１日間。 

 提出方法といたしましては、ファクシミリ、Ｅメール、郵送等で受け付けております。 

 お寄せいただいた意見は全部で７団体からいただきまして、内訳は記載のように、消費

者団体から４団体、生活協同組合から１団体、個人の方から２名、お寄せいただきました。 

 意見の内容を項目別に整理いたしまして、意見総数としては４０件、それぞれの章ごと

に分類してございますので、そちらのほうは後ほど御確認いただければと思います。 

 内容につきましては、第２章の部分から御説明をさせていただきますので、資料３の２

ページ目をお開きください。 

 項目番号では１５番からが「消費者教育の展開」に関する御意見ということになります。 

 意見の概要といたしましては、まず、１５番、１６番、１７番につきましては、幼児や

学校教育現場、そういったものでどのような連携をとるかなど具体的に示している実効性
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のある連携が実現するようにしていただきたい。実効性のある教育現場との連携が実現で

きれば、その意義は大きいのではないか。 

 また、事業者、事業者団体、教育関係機関等との連携を強化し、社会全体で担う問題で

一連の連携強化を期待するというような御意見をいただいておりますので、こちらにつき

ましては具体的な施策を検討する際の参考とさせていただくという整理にしたいと思って

おります。 

 次の３ページをお開きいただきまして、１８番、１９番につきましては、消費者教育の

理念や方向性、役割について条例に規定することに賛成する。また、東京都が消費者教育

推進のために一歩進んだ支援を行うことを求める旨の中間まとめの記述を評価する等の賛

成の御意見を承っております。 

 また、２１番、２２番でございますが、こちらは「消費者の役割」ということで、消費

者の果たす役割について明記するのであれば、消費者市民社会の形成者としての観点を十

分踏まえた文言の検討を求める。また、現在の中間のまとめにおきましては両論併記され

ているということで、これらについては一消費者として今後考えていくべき課題として受

けとめるとともに、今後の議論を注視していきたいというような御意見をいただいたとこ

ろでございます。 

 「消費者の役割」につきましては、前回の検討部会におきましてもいろいろ御意見が出

されて、また、９月９日の総会でも「消費者の役割」の記述につきましてはさまざまな御

意見が出たところでございまして、大きくは消費者の役割を記載するかどうか、記載する

としたら、消費者市民社会の考え方まで触れるべきではないかということと、学習という

ところにとどめるべきではないか、大きくはこの３点の御意見があったかと思っておりま

す。 

 これらパブリックコメントの御意見と、それぞれの部会、総会の御意見を踏まえまして

修文をいたしました。そちらについては、資料４の２６ページをお開きください。２６ペ

ージに網かけ部分と見え消し部分で記載をさせていただいておりますが、まず、見え消し

のところは中間のまとめでは、それぞれ御意見があったお二つの御意見を併記した上で、

これらの意見を踏まえ、消費者の役割を条例で規定することについて引き続き検討を行っ

ていくということで中間のまとめをお出ししたということでございます。 

 これを踏まえまして、先ほど御説明いたしました検討部会、総会、パブリックコメント

の御意見を踏まえた上での修文案が記載の網かけ部分でございます。 
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 消費者教育を受ける立場である消費者につきましては、消費者教育の機会を積極的に活

用することが期待される一方で、消費者団体、事業者、事業者団体における責務とは異な

るものであることから、努力義務としては規定せず、消費者に期待される役割として規定

することが適切であるという考え方をこちらで明記した上で、この枠囲みの中の３番目に、

「消費者は、消費者の権利の確立や持続可能な社会の形成に向け、年齢や障害の有無など

その特性や様々な状況等に応じて、自主的に消費者教育に参画することが求められる」と

いう表現にするということで、消費者団体や事業者、事業者団体の責務とは異なる役割と

いうようなことが伝わるような書き方にしてはいかがかということを部会長と御相談の上、

御提案させていただくものでございます。 

 引き続きまして、この資料の御説明をさせていただきますと、次の第３章のところは先

ほどの検討部会で終了したところでございますので、５ページの３４番からが「提言」に

対する御意見ということでございます。 

 こちらにつきましては、高齢者の見守りネットワークの部分でございますけれども、構

築と運営支援を提言されていることに賛成するとか、ネットワークが形成されることを率

先して遂行することが喫緊の課題と考える。また、より広いステークホルダーとの連携や

地域に根づく仕組みづくり、また、支援策を展開してほしい、担い手育成での消費者団体

や関係団体の連携等多彩な方策が講じられるよう工夫してほしい。こういったことでおお

むね賛成の御意見をお寄せいただいたところでございます。 

 また、「その他」でございますが、特にどこの部分に該当するということではないのです

けれども、一応御意見としてお寄せいただきましたので御紹介させていただきますと、３

７番からでございますが、消費生活相談員の資質の向上ということで、教育においても安

全面においても地域の担い手として多くのものを期待されている消費生活相談員の資質の

向上のための体制整備も必要であるという御提言でございますが、こちらにつきましては、

都で取り組んでおります内容を、相談マニュアルの作成提供ですとか、専門的知識を有す

る弁護士等の消費生活相談アドバイザーによる助言等を行い、資質の向上を図っていると

いうことを御説明させていただいております。 

 また、そのほか消費者行政の強化ということで、消費者の暮らしの安全・安心は消費者

行政と消費者団体の協働事業で世の中を変えていくことができるとか、審機会の議論が消

費者の目線で議論されることを望む。また、この本文全体が大変理解しやすい文章構成と

いうことでお褒めいただいているというような御意見がありましたことを御紹介させてい
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ただきます。 

 以上でございます。 

○池本部会長 ありがとうございました。 

 では、今のパブコメ、都民意見として出されたものやそれの受けとめの考え方の資料、

それから、特に資料４では、前回は両論併記で積み残しになっていたところの一つの方向

性を案として書き出してありますので、その点について、それから、最後の提言について

それぞれどの部分からでも結構ですので御意見をお願いしたいと思います。いかがでしょ

うか。 

○洞澤委員 答申案の２５から２６ページにまたがる修正、網かけの部分についてです。

入れるか入れないかといった意見もあるかとは思いますが、今回このように修文していた

だいて、消費者団体、事業者、事業者団体と消費者を少しフェーズを分けて書き分けをし

ていただいている部分については非常に工夫していただいているかなというふうに思って

おります。 

 それで、一応、このような書きぶりを前提にした話なのですけれども、（２）が１段落目

と２段落目に分かれていて、１段落目のところは主に事業者団体とか消費者団体について

書いてある部分で、この網かけの部分が消費者について書いてあるところなのかなという

ふうに、主な構成としてはそうなのかなというふうに思ったのですけれども、２５ページ

の最後の行で「消費者団体、事業者・事業者団体等の役割についても条例において以下の

ように新たに明示することで」云々と書いてあって、この「等」というのは、一応ここは

消費者も含むという趣旨になるのでしょうか。次の段落で消費者について書いてあるので、

細かい話なのですけれども、この「等」は要らないのかなと思ったのと、この２段落目の

ところは消費者について書いてあって、そこで「消費者団体、事業者、事業者団体におけ

る責務とは異なるものである」というふうに書いていただいておりますので、ここの表現

と平仄を合わせる形で２５ページの最後のところの「等」をもし抜かすのであれば、「団体

の責務について」という表現に変えたほうがいいのかなというふうに思いました。 

 あと、これはもし可能ならばということなのですけれども、２段落目の消費者について

の役割ということで書いていただいている部分について、「消費者団体、事業者、事業者団

体における責務とは異なるものであることから」というふうに書いていただいているのに

加えて、このもともとの原案にございました傍線で抹消してある部分なのですけれども、

「消費者トラブルは消費者の自己責任であるといった誤解を生む危惧もあることも踏まえ
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て」というような文章をもし加えていただけるのであれば、それを加えていただきたいと

いうことです。 

 以上です。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 この部分は、どうでしょうか。先ほどの字句の修正のこともですし、追加部分について

のさらに言葉を加えるという意見もありましたので、委員の皆さんからも少し御意見いた

だければと思います。 

 意見を出していただきやすくするために、私のほうから一言コメントをさせてください。 

 この網かけをしてある部分は、もともと両論併記で最終的にどうするかは引き続き検討

していくという私たちの宿題にしてあったところです。特に総会の中でも、まさにここは

意見が分かれていました。事業者、事業者団体、あるいは消費者団体について積極的な役

割として、努めるという位置づけをするのはよいけれども、消費者については、むしろ消

費者政策による保護の対象であって、そこへ責務規定を同列で置くのは適切でないという

意見と、条例全体についてはともかく、消費者教育については、その消費者が参加しても

らわないと始まらないから何かあっていいのではないかという御意見とがありました。そ

ういうところを含めて何か入れるとすればどうなるかというので事務局でも議論し、ある

いは、私もどうしたものかと検討しました。 

ただ、先ほどもちょっとありましたが、一たん文言を入れると消費者の自己責任だ、消

費者教育を受けてちゃんと勉強していないのが悪いという意味で使われては困るという危

惧は一方にあります。 

 他方で、消費者にはいろいろな消費者教育の機会に参加したり、みずからも情報収集し

たりということを期待するところももちろんあります。そこで思いとしては、消費者教育

に参加することが求められるというのは消費者自身にどうしろ、ああしろということでは

なくて、それが求められる。では、都の政策としては何かというと、消費者教育に参加し

やすいようにいろいろ情報を提供したり、周知したり、呼びかけをしたり、あるいはいろ

いろな機会をたくさんつくったり、それが都の施策であろう。その都の施策の前提として

消費者教育に消費者がどんどん参加することが求められているのだから、それを受けて下

さいというような意味の限度で何か書けないだろうかという、そういう思いで書いたもの

です。ただ、こういう文言を入れることがまたひとり歩きするのではないかとか、いろい

ろな両方の面があるので、何もこれでがっちり検討した末、これが完成版ですということ
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では毛頭ありませんので、先ほどの御意見のように率直な意見をどんどん出していただい

てよろしいかと思います。ここで方向づけができればというふうに思います。 

 お願いします。 

○越山部会長 ここの部分は検討部会でもいろいろ議論された箇所で、消費者についての

役割について入れるべきかどうかというようなお話があり、部会長さんが悩んで入れてい

ただいて、入れるとすればこうなるのかなというイメージを提示していただいているとい

う状況だと思います。ここの箇所の私の理解がまずいのかも知れませんが、条例の第４１

条に追加する記述として○２つと網かけがある○１つが追加してはというイメージの議論

というふうに思われますが、そういう過程でよろしいのでしたか。 

○企画調整課長 それでは、イメージしにくいと思いますので、まだ素案なのですが、条

例改正をするとしたらこういうことになるという資料をお手元にお配りさせていただきま

すので、ただ、今後、法規担当などの担当部署との調整前ですので、あくまでも事務局案

ということで御了承いただければと思います。 

 お手元に、取扱注意というようにさせていただいておりますけれども、第７章の４１条

のところにいろいろ御議論いただいた、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画す

るですとか、啓発活動を推進するですとか、そういった文言をつけ加えさせていただいた

後、４１条の２、４１条の３は枝番としてそれぞれ記載をしまして、４１条の４のところ

に消費者の役割というような記載を、今、答申で御提言いただく内容を取り込むというよ

うな構成にしたいと考えております。 

○越山部会長 どうもありがとうございます。 

 そうなると余計気になるのですけれども、ここの４１条というのは「消費者教育の推進」

というくくりになっています。要は、ここで消費者教育というのは消費者に対して行う教

育のことを多分ここで示しているのだと思いますが、そうすると最初に「都は」と書いて、

次に「消費者団体は」と書いて、次に「事業者及び事業者団体は」と、要は消費者教育を

推進していく母体みたいなものの役割みたいなことを書いてあるのはよくわかるのです。

その後に実施母体のように消費者の記述があるのは、ちょっとディメンジョンが違う気が

しました。消費者教育をどんどん推進しましょうよと言っている中で、受け手側の消費者

の役割が記述されるのは、ちょっと気になります。要はこれで見ると、消費者が消費者教

育を推進する中で、彼らが加わってもらえないと消費者教育が成立しないよというふうに

もとれてしまうので、そういうとられ方が妥当なのかと気になったので、その辺のところ



９ 

 

をもしお伺いできればと思っただけです。 

○池本部会長 ありがとうございます。まさにそのあたりが一番悩ましいところですし、

私も都の施策の対象である消費者の役割がこの並びに入るのはどうかという、違うのでは

ないかという意見もなるほどと思いながら、他方で、ここが自主的な消費者教育に参画す

るという「参画」という言葉は、ただ自分で一生懸命勉強しなさいというだけではなくて、

都や、あるいは事業者、事業者団体、消費者団体がやっていくのをただ受け身の立場でし

っかり勉強しなさいとか、消費者教育を積極的に学びなさいではなくて、どういうものが

欲しいのかということも意見を言ったりという、その意味で積極的にかかわっていくとい

うような意味も含まれるのではないだろうか。ただ、それも責務としてではなくてかかわ

りを持ってくださいという期待を述べるにとどめているのですが、そういう意味で参画す

ることが求められるという、ほかの主体が消費者教育を推進するとか協力するとかという

のとは違う書きぶりにしたつもりなのです。 

 この点はいかがでしょうか。私自身も揺れながらとりあえず書いたところですから、率

直な感想、御意見をお願いしたいと思います。 

○洞澤委員 入れるか入れないかというところが大きく意見の分かれるところだと思うの

ですけれども、もしこのようなことを入れるのであれば、先生のほうでつけ加えていただ

いたようにある程度表現を変えて、恐らく理解が間違っていなければ、消費者として期待

される役割というものとその他の部分で努力義務とされているものとは度合いというので

しょうか、違うのかな、そういうニュアンスなのかなというふうに理解をするのですけれ

ども、そこがもっと明確にわかるような形で表現するのがいいのかなと思っておりまして、

先ほど申し上げた意見も、例えば責務とか役割とかいったところが表現としてごちゃごち

ゃになっていると全体としてわかりにくいのかなという気もしたのです。なので、もし入

れるということなのであれば、そのあたりを意識したほうがいいのかなという、そのよう

に思いました。 

○池本部会長 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○増田委員 表現については詳しく申し上げられないのですけれども、私は入れていただ

きたいと考えています。大きな義務ということではなく、参加するという意識を持っても

らう。教育の推進というところに参加する意識を持たせるために、ここの位置づけで書い

ていただくというのは非常に重要なことだろうと思います。 

 今、とても複雑な商品サービスが提供されている中で、自分から積極的にいろいろ情報
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収集しないと便利さを享受できないというようなことがたくさんございます。そういう意

味からも与えられた環境が整っているのであれば、そのチャンスを逃さないようにしまし

ょうねぐらいの、そんな意識は持っていただきたいと思いますので、入れていただくこと

については賛成します。 

○池本部会長 ほかの方、いかがでしょうか。 

 上村委員。 

○上村委員 私も表現に関しては提案をするところまで至っていないのですけれども、今、

消費者教育で求められているのは消費者の選択をする、社会を変えられるというふうに消

費者が認識する機会を提供するかというところだと思うのです。受け身の消費者ではなく

て、消費者の生活選択、お金の使い方も含めてどういう商品をどういう形で選択するかと

いうことで、それは経済社会を変えることができるのだという選択の権利も責務という言

い方なのか、役割という言い方なのかわからないのですけれども、そういう主体であると

いうことをどう認識を高めるのかということが非常に求められているところなので、今、

消費者の役割というところで、そういうもうちょっと社会を変えられる、あなたの消費行

動、あなたの選択という意味の認識に立ち至るようにいかにサポートするのか、そういう

意味でここが書かれているのかなと思いながら聞かせていただいたところです。 

○池本部会長 ほかの方、いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○宮阪専門員 宮阪です。 

 今回の案、即ち２６ページについては、私は前回提案されていた案よりもよりよくなっ

たなというのが率直な意見・感想です。わかりやすいし、読みやすいし、以前の案はどち

らかといったら両論併記過ぎてわかりにくかったという感じを受けていましたので、この

案で一応賛成でございます。 

○池本部会長 ほかにいかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○矢野委員 今回の提案に基本的には賛成をしておりますが、皆さんの御意見を伺いなが

ら、具体的な文言について、今、自主的に消費者教育に参画で、「参加」ではなくて「参画」

という言葉は非常に重要だと思いますが、むしろ意味合いが自主的よりも主体的のほうが、

より消費者自身がみずからかかわっていく、参画をより位置づけるものとしてはいいので

はないか。条例の前文にもありますし、４１条の最初のところにも消費者に関しては主体
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的にという言葉を書いて、重なってしまうというのもありますが、でも、やはり位置づけ

は自主的よりも主体的のほうが、より消費者としても自分たちで位置づけられるものでは

ないか。 

 先ほど越山先生が言われた、ここを消費者の役割とするのかどうかというところがある

のですけれども、私は、余りこの辺は抵抗がないといいますか、むしろ中に努めるものと、

最後は求められるの違いのところがまさに立場を明らかにしているのではないかと思いま

すので、具体的な文言の提案をします。 

 それから、今、「取扱注意」の素案のところで、４１条の４のところは「自主的な」と書

いてあるので、これは「に」の間違いですかね。改めて「主体的」ではいかがでしょうか。 

○池本部会長 という意見も出ました。今の意見を聞きながら思ったところですが、「消費

者団体の役割」、「事業者及び事業者団体の役割」、「消費者の役割」という見出しが「役割」

で全部そろっているところも、もしかしたらここだけは「参画」に変えておいたほうが、

趣旨が違うというのが見出しも含めて明確になるのかなというのをその場で思って発言し

て申しわけないのですが、感じたりしています。いかがでしょうか。 

 どうぞ。 

○杤原専門員 質問も兼ねてなのですけれども、（２）のところで「消費者団体、事業者、

事業者団体、消費者」ということで４者を併記していただいていまして、いずれにしても

消費者団体と事業者団体というのはあくまで団体ですので環境整備には御協力ができます

けれども、消費を提供する当事者ではございませんで、当事者はあくまでもお店である事

業者さんとそれを購入される消費者さんでありまして、ただ、この答申案の中にも書いて

ありますように、一方で消費者の方が事業者になる取引というのもふえている、古物商み

たいな形になると思いますけれども、逆の立場というのもあるやに書いてありまして、そ

こと自己矛盾を起こさないのかなというのが１つあります。消費者の方も事業者になって

いる事実がありまして、当然ながら被害という意味でいけば加害者になる可能性もあるわ

けでありまして、そういった意味で、過去の審議会の中で申し上げたのは、事業者と消費

者さんというのは対立構造ではなくて商品を提供する、あるいは買う側ということであく

までお客様という関係になりますから、その提供する側と受ける側が切磋琢磨していい商

品が生まれたり、いい市場が形成されていくのだというふうにお話を申し上げましたのは

そういう意味がありまして、そうしますと、２６ページの四角の箱の中に書いてあります

３つ目の○、網かけのところでありますけれども、消費者教育を推進していくというパー
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トの中に「消費者の権利の確立」というのがいきなり出てくるのですけれども、なぜこの

中で「消費者の権利の確立」というのをここに規定しなければいけないのかというのが１

つ御質問と、その次の「持続可能な社会の形成」というのもちょっと意味がわかりません

で、恐らくこういうことというのは消費者と事業者が教育をしながら、切磋琢磨しながら

健全な市場を形成するということに行き着くのが本来の資本主義経済の中の姿ではないか

というふうに思っていまして、「消費者の権利の確立」というのがここに本当に入って違和

感がないのかという御質問が１つと、健全な市場の形成に向けて事業者も消費者も勉強し

ていくのだということが本来の姿ではないかというふうに思っていまして、２点ほど申し

上げる次第であります。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 この部分の字句修正は、先ほど申し上げたように、事務局と私とでいろいろひねり出し

たところがありますので、今の点について、まず私のほうで可能なところをお答えしたい

と思います。 

 まず先に、文言の上で「消費者の権利の確立や持続可能な社会の形成に向け」という言

葉を入れたのは、都民意見募集の中でも出ていた、もし消費者の役割を位置づけるのであ

れば消費者市民社会の形成に参画する消費者を育成する、そういう消費者教育の視点を明

記してほしいという意見がありました。平成２０年の国民生活局の消費者白書の中で消費

者市民社会の形成に向けてということが提起されたのですが、そこがまさに、この消費者

というのは、単に個人として選ぶだけではなくて、権利の確立とか持続可能な社会への配

慮ということを積極的に行動する消費者であるということがありましたので、消費者教育

というのをそういう観点でかかわっていくのだという意味で、この１行目のフレーズを入

れたといういきさつがあります。 

 それから、もちろん事業者も消費者も両方とも消費者教育の面ではかかわっていただく

必要はあるのですが、条例の中で都が行う施策、あるいは、それにかかわる関係者の施策

ということでまとめていけば、事業者及び事業者団体は自主的な消費者教育に取り組むと

ともにというところで、一応事業者の役割、それは努めるものとするというところで入っ

ておりますので、そこに事業者は位置づけられ、消費者については、先ほど来の議論にあ

りましたように、消費者行政の施策の対象である消費者が同じ表現というのはどうかとい

うのがありましたので、もちろん両方がそれぞれかかわって消費者教育は推進していくの

だけれども、表現ぶりを少し書き分けたというふうに理解することができるのではないか
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というふうに思います。 

 何か事務局から補足があればおっしゃっていただければと思います。 

○企画調整課長 最初の１点ですけれども、消費者が事業者になるというような御質問が

あったかと思いますが、これはあくまでも消費者は消費者として売り主となるということ

で、業としてなすという場合は消費者という定義からは外れると考えております。 

 ですので、あくまでも買い取りを業として行っている者に消費者として売るということ

で、売ることを商売にしているわけではないので、そこのところは明確に線引きをしてい

るというふうに考えていただければと思います。 

○池本部会長 今の点はよろしいでしょうか。 

 ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

○上村委員 今、非常に難しい議論の時期なのだなというふうに思っています。消費者と

事業者が非常に対立的に、先ほど言われた市場の中で対立的な構造でやってきた経済社会

が持続可能ではなくなったということでイメージを転換しようというところで、では、ど

ういうものを目指して事業者も消費者も共同で生活していくというか、社会を形成してい

くのかというのを消費者市民社会というフレーズでまずは掲げておいて、具体的なもの、

消費者市民社会と言われるような構成で持続可能な社会というのはどうしたらつくれるの

だろうと、事業者も消費者もこの後しばらく試行錯誤をしましょうと、多分、今まで消費

者教育などで言われているのは、単に取引という市場の場面だけではなくて、例えば投資

であっても社会的責任投資であるとか、事業者のＣＳＲであるとか、もうちょっと自分た

ちが目指すものは何なのかというのをきちんと自覚するような、そういうものは消費者に

も事業者にも両方にあって、そういう機会をそれが消費者教育として提供される中で消費

者市民社会がつくられていくよねという、そこに転換点があるので非常に難しい議論をし

ているなというふうに思います。 

 ですので、未来志向であるのならば、先ほど消費者市民社会という言葉を入れたらどう

かというお話もありましたので、そういう未来志向的な、そのときに公正で持続可能な、

単に持続可能なといってみんなで我慢してというのではなくて、非常に格差が開いていく

中でみんながきちんと生活をしていくため、ある意味、生活者として消費者でもあり、事

業者というか労働者でもあるような、そういう中でつくっていくのが消費者市民社会とい

う意味で言うならば、消費者市民社会を入れてもいいのかなというのが聞いていて思った

フレーズです。 
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 それで、もともとの文言の話のところで、先ほど素案に対して消費者の役割の分の「自

主的」ではなくて「主体的」がいいのではないかという矢野委員の御発言は、そういう意

味でもみんなが主体的にそういう社会をつくっていこうと、そういう気持ちを持っていこ

うという意味では、やはり「主体的」のほうがいいかなという気はいたしました。 

 以上です。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 ほかはよろしいでしょうか。どうぞ。 

○橋本委員 内容というより、２５ページの書きぶりの形式的なことです。最初に洞澤先

生がおっしゃった、２５ページの一番下の行の「事業者・事業者団体等」ですけれども、

これは、このままだと（２）には消費者が加わっているので、この「等」というのは消費

者のことだというふうに普通読めてしまうので、そこはさすがに問題があるので、この「等」

はそもそもどういう趣旨なのか。もしこれが消費者のことを意味しているのであれば、そ

れはちゃんと書くべきですし、そうではなくて、もともとこれはあったものですから、も

っとほかの市区町村とかほかの家庭とかそういったものが念頭にあるのであれば、それは

それで「等」でいいと思うのです。いずれにしても、これは書きかえないと趣旨が不正確

だと思います。 

 それと同時に、「事業者・事業者団体」を「、」でつないでいるところと「・」でつない

でいるところが混在しているのですが、法律のほうの責務規定でも、要するに事業者と事

業者団体は「及び」になっていて、これは「・」にして全体を整理したほうが恐らく趣旨

に合うのだろうというふうに思います。 

 ちなみに私自身は、先ほどの御議論を聞いておりまして、消費者についてここで明記を

する、あるいは、自主的という文言について少し考えるという、そこは賛成なのですが、

やはりこれは、先ほどの条例の原案について議論して、いきなりかもしませんけれども、

ここに消費者が順番に出てきて並んでしまうと、この議論の趣旨はわかるのだけれども、

法律の条文をいつも見ている立場から言うと、なぜ都がこういうことを条文でここに書く

のだというのはしっくりこないといいますか、批判は出ると思います。だから、そこは少

し工夫をしていただいて、こう並ばないような形で、４２条のほうにつけ加えるという考

え方もあるでしょうし、もっと前のほうに持ってくるという、「消費者」を最初に持ってき

て参画とかいうふうにして、「責務」が２つ次に出てくるとか並びを変えるだけでも立法者

意思というのは伝わると思いますので、同列で表現ぶりだけを変えたものではないという
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ことが解釈するときにわかるような形に工夫をしていただきたいというのがお願いという

か、私の感想であります。 

 以上です。 

○池本部会長 ありがとうございます。そうですね。 

 ほかいかがでしょうか。ございますか。 

○長谷川委員 長谷川です。 

 先ほど権利の確立という表現について、事業者の立場からややひっかかりがあるという

御意見がありました。私ども事業者団体見ましても、権利の確立そのものが適切でないと

は思いませんが、ここだけがぽこっと出ますと、２４ページにあります条例の前文で、「消

費者は、自らの消費生活において主体的に行動し、その消費行動が市場に与える影響を自

覚して、社会の一員としての役割を果たすことが求められる」というニュアンスが見えに

くくなるのではと思います。消費者の役割を正しく認識した消費者がふえていくことが、

健全で豊かな消費社会をつくる上で重要であり、消費者教育の一つの主眼もこういうとこ

ろにあると思います。権利の確立を前面に出した時、先ほどのニュアンスが素直に感じら

れるかという点で、ややどうかという感じはいたします。全面的に反対ということではな

く、消費者の権利をしっかり自覚するということも重要で、これはこれで必要と思います

が、先ほど、消費者市民社会という言葉を意識してという意見もありましたが、みんなで

消費者市民社会をつくっていく、その取組において消費者は主体なのだという位置づけで

盛り込まれる内容であってほしいという感想があります。 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 ほかに。 

○矢野委員 先ほどの杤原委員の事業者からの御懸念の部分、消費者団体としては、まさ

にこれからの消費者教育は、消費者と事業者、消費者団体と事業者が一緒になって推進し

ていくという協働の視点が非常に重要かと思っています。 

 先ほど上村委員のほうから出ました消費者市民社会の少し説明を加えられた御意見があ

りましたが、そこをできれば２３か２４の現状とかそういった部分に消費者市民社会とい

う言葉も入れて、改めて共同の立場で推進していくのだという中でそれぞれの役割がある

という説明をぜひ加えていただきたいと思っております。 

 今回新たに条例改正が発生するわけですけれども、東京都の取り組み自体は全国的にも

いつも非常に注目をされているわけで、今回、東京都がこういった新たに条例に盛り込む
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ということも、やはり一つの模範みたいな提起にもなると思います。そういった意味では、

今の時代に消費者教育推進法ができて、「消費者市民社会」という言葉が改めて定義された

中で、そのことをしっかり現状のところには説明として入れ込むことも非常に大切かと思

っておりますし、それから、今後の条例の逐条解説のところで、やはり実際に行政を担う

人たちがそれをしっかり活用していただく理解に資するためにもその部分を入れ込むこと

が大切かと思っておりますので、よろしくお願いします。 

○池本部会長 ありがとうございます。非常に貴重な参考になる御意見をたくさんいただ

きました。 

 そうしますと、きょういただいた意見で、字句修正で複数出ている点、あるいは、先ほ

どのように、２４ページの消費者教育推進法が施行されたという、このあたりで先ほど来

の議論のところを、消費者市民社会の形成という方向性のことを少し位置づけるとかとい

うところも含めて幾つか字句修正をする必要があるところが出てまいりました。 

 皆さんのきょう出た意見を最大限反映して、事務局と私のほうで最後もう一度見直して

取りまとめという形にさせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

（首肯する委員あり） 

○池本部会長 ありがとうございます。 

 では、そういうところで本日のこの審議を踏まえて最後の取りまとめに進めるというふ

うにさせていただきたいと思います。 

 では、今後のスケジュールについて事務局より御連絡願えますか。 

○企画調整課長 それでは、参考資料①というＡ４横の物があると思いますけれども、こ

ちらの「消費生活対策審議会 今後の予定」をごらんください。 

 本日の検討部会、消費者教育推進協議会で御審議いただいた結果を反映させた答申案と

しては、現在、１２月１９日（金曜日）に審議会総会を予定しておりますので、こちらで

総会に検討会から報告していただきまして御審議をお願いするという予定にしております。 

 総会では、答申案をお諮りしまして、最終的に決定したものを答申として知事に御報告

いただくという流れを予定しております。 

 委員、専門員の皆様にはお忙しいところ恐縮でございますが、今後も引き続きどうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 本日、この後、消費者教育推進協議会の委員、専門員の皆様につきましては、１６時３

０分から、このままこちらの会議室におきまして、引き続き協議会として消費者教育アク
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ションプログラムについて御審議いただく予定でございますので、今のお席のままで結構

でございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○池本部会長 それでは、以上をもちまして第４回の検討部会と第１回の消費者教育推進

協議会の合同部会としては閉会させていただきたいと思います。 

 消費者教育推進協議会の皆様は、この後引き続き議論を続けていただくということでよ

ろしくお願いします。 

 検討部会としては本日が最後の開催となります。お忙しいところ、これまで御尽力、御

協力いただき、ありがとうございました。 

 きょうは以上です。 

（休憩） 

○越山部会長 それでは、定刻を過ぎておりますけれども、前回までの議論が非常に白熱

したので少しずれ込んでおります。大変申しわけありません。 

 それでは、第１回「東京都消費者教育推進協議会」を再開させていただきます。 

 最初に、審議に入ります前に、この協議会の公開についてですが、合同部会に引き続き、

この協議会は、東京都消費生活対策審議会運営要綱第１１により公開の扱いにさせていた

だきたいと思っております。また議事録についても公開する予定でございます。御了承い

ただければと思っております。 

 それでは、審議に入りたいと思います。 

 事務局から「東京都消費者教育アクションプログラム（平成２６年度版）」の中間報告と

して、本年度の具体的な取り組みのうち、主だったものについて御報告いただきながら、

今後の消費者教育の取り組みのあり方について審議していきたいと思います。 

 では、事務局の方、御説明お願いいたします。 

○企画調整課長 それでは、まず、御説明をさせていただきます。 

 資料でございますが、１０月末までの東京都消費者教育アクションプログラムの平成２６

年度上半期の取組実績は資料６にまとめてございます。 

 本日は、その中から資料５に記載をいたしましたように、特に重点的に取り組む世代・

テーマとして「多様な主体との連携」「区市町村への支援」「若者の消費者被害の防止」「高

齢者の消費者被害の防止」「子どもの安全の確保」の５つのテーマを設定しておりますので、

本日は、それぞれのテーマから１つずつ抜粋いたしまして、この取組実績の現状について
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具体的に御説明させていただきたいと思います。 

 それでは、それぞれの所管のほうから御説明させていただきますので、よろしくお願い

いたします。 

○消費生活総合センター活動推進課長 東京都消費生活総合センター活動推進課長の江寺

でございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、資料５を御準備いただきまして、私のほうから「特に重点的に取り組む世代・

テーマ等」の「１ 多様な主体との連携」からその下、２、３、４の「高齢者の消費者被

害の防止」までの１０月末時点の取組について、御説明をさせていただきます。 

 まず、資料５「１ 多様な主体との連携」でございますが、事業者・事業者団体や大学

など、今まで連携の機会の少なかった主体との連携を特に強化いたしまして、それぞれの

主体が得意としている分野のノウハウを御提供いただきまして、さらに効果的な消費者教

育の推進に取り組んでいるところでございます。 

 「多様な主体との連携」のうち事業者・事業者団体、試験研究機関等との連携による都

民向け講座について御説明いたします。 

 ６月と７月に事業者・事業者団体等と連携いたしまして、金融経済教育をテーマとして

一般都民向け講座を２回開催いたしました。お手元の資料５－①、後ろに資料をつけさせ

ていただいておりますけれども、ごらんいただけていますでしょうか。「～消費者セミナー

等開催のお知らせ～プロが直伝！金融に関する知識と判断力！！」をごらんください。 

 ６月１２日から１４日までの３日間、私ども東京都消費生活総合センターで生活設計を

行う習慣や能力、また、金融商品を適切に利用選択する知識や判断力を学んでいただくこ

とを目的に「家計管理と生活設計について考える相談会～身につけよう！金融に関する知

識と判断力～」と題しまして、基調講演、ミニセミナー、ファイナンシャル・プランナー

による無料相談会を開催いたしました。 

 これは、金融庁、金融広報中央委員会、日本ＦＰ協会、生命保険文化センター、日本損

害保険協会、全国銀行協会、日本証券業協会、投資信託協会の以上８団体と連携して実施

をしたものでございます。 

 別紙をご覧ください。 

 基調講演では「『あなたのお金を育て増やすライフプラン！』～知恵も投資も地道な積上

げが大事～」として、将来を見据えたライフプランニングの重要性について御講演いただ

きました。 
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 基調講演に引き続いて行われたミニセミナーにおきましては、医療保険や地震保険に関

する基礎的な知識や金融トラブルに関する具体的な事例紹介など、これからのライフプラ

ンニングに役立つ内容について専門家の方々に御解説をいただきました。 

 また、期間中に実施いたしました無料相談会では、日本ＦＰ協会認定のファイナンシャ

ル・プランナーに消費者から住宅ローンや保険、資産運用など、生活設計に関する悩みや

疑問等についてお答えをいただいました。夜間、また土曜日にも実施いたしましたことで

２０代から７０代までの幅広い年代の方々に御利用いただくことができました。 

 続きまして、資料５－②をご覧ください。「消費生活講座『日本経済のこれからを考える』

開催のお知らせ」でございます。 

 ７月９日に青山の東京ウィメンズプラザホールで「日本経済のこれからを考える」と題

しまして、東京都金融広報委員会と連携させていただいて消費生活講座を開催いたしまし

た。 

 第一部の講演におきましては、２０１４年の日本経済につきまして長期的な観点から世

界レベルの中で日本経済がどういう位置にあるのか、経済全体について御講演をいただき

ました。第二部のミニセミナーにおきましては、身につけておきたい大事な生活設計と金

融商品選択のコツについてお話をいただきました。 

 東京都金融広報委員会の皆様に大変御尽力をいただきまして、大変充実した講演会、講

座となりましたことをこの場をお借りして御礼申し上げたいと思います。 

 続きまして、資料５に戻っていただきまして「区市町村への支援」でございます。 

 区市町村の消費者教育を担う人材を育成の２つの取組について御説明いたします。 

 １つ目の取組といたしまして、地域で見守り活動を行っている方などに消費者問題に対

する体系的な知識を習得する機会を提供するために消費者問題マスター講座に「区市町村

優先枠」を設けまして、区市町村を通じてお申込みのあった方の受入れを行いました。受

入れ人数は２３名でございます。地域包括支援のセンターの職員の方ですとか、地域の消

費者団体の方、地域で消費者啓発活動に携わる方々がお申込みをいただいて、今、受講さ

れているところでございます。 

 消費者問題マスター講座につきましては、簡単に御説明いたしますと、別に参考資料と

してお手元にお配りしているピンクのリーフレットがございます。こちらは、消費者問題

について体系的に学ぶことにより、地域や職場などで消費者教育の推進について何らかの

役割を果たすことができる人材の育成を目的として９月から１２月までの期間、飯田橋、
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私どもセンターと立川のセンターの２会場で開催しているものでございます。 

 講義形式によりまして、消費者問題に関する概論から契約の基礎知識など、関係法令に

関する知識のほか、高齢者の悪質商法被害防止に関するテーマ、インターネットトラブル

に関する知識など、１３テーマを体系的に学べる講座となっております。講座の内容は、

お開きいただきますと、１３テーマ全ての内容をご覧いただけます。 

 こちらにつきましては、洞澤先生など御多用のところ、講師として御登壇いただきまし

て、この場を借りまして、心より御礼を申し上げたいと思います。 

 また、続きまして、２つ目の取組といたしまして、区市町村が消費者教育を推進するた

めの一助としていただくために、事業者団体や民間ＡＤＲ機関に消費者教育への協力と情

報提供を依頼しまして、１５団体が作成した５０の消費者教育教材と１４団体が実施する

出前事業につきまして、内容、問合せ先などを一覧表にまとめたものと関係資料を合わせ

まして都内区市町村に情報提供いたしました。 

 こちらも別に御用意した参考資料で、Ａ４横判の区市町村への情報提供資料ということ

でおまとめして、こちらのほうをお配りしてございます。後ほどご覧いただければと思い

ます。 

 続きまして、資料５「３ 若者の消費者被害の防止」でございます。 

 若者向けに悪質商法の手口をわかりやすく紹介する効果的な取組の２つの取組について

御説明を申し上げます。 

 １つ目の取組でございますが、若者の消費者被害を防止するとともに、加害者にならな

いという視点も踏まえた啓発を行うため、悪質商法被害をテーマにした再現ドラマ付出前

講座の実施でございます。 

 資料５－③の「再現ドラマ付出前講座、始めます！」という資料をご覧いただきたいと

思います。 

 悪質商法の手口やその対処法をわかりやすくドラマ仕立てで再現して、相談員による解

説や受講者との質疑応答などを通じて楽しく学べる新たな講座として１０月に開講いたし

ました。 

 若者向けといたしましては「若者を狙うマルチ商法～稼いで人生勝ち組に？～」と「オ

ンラインゲームは楽しいけれど～子供がクレジットカードを？！～」の２テーマを御用意

いたしました。 

 資料中ほどの「投資詐欺」の部分は高齢者向けのものでございます。これらは、消費者
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本人のみならず保護者を含む見守る側の方々にも役立つ消費者被害防止のポイントなどが

示されている、盛りだくさんの内容となってございます。 

 また、２つ目の取組でございますけれども、若手芸人を支援する民間ウェブサイト「芸

人ラボ」とタイアップいたしまして、悪質商法をテーマに若手芸人がつくった漫才・コン

トをインターネット動画で公開する消費者教育でございます。 

 資料の５－④をご覧いただきたいと思います。「『若手芸人』が悪質商法被害防止を呼び

かけます！」でございます。 

 こちらは昨年度に引き続きまして、今年度第２回目の実施でございます。今年はより多

くの若者に関心を持っていただくために、若手芸人に加えまして新たに大学公認お笑いサ

ークル所属学生芸人に初挑戦していただきます。 

 今後の予定といたしましては、来週の土曜日になりますけれども、１２月６日に池袋サ

ンシャインシティの噴水広場で公開収録を行いまして、来年１月からウェブサイト「芸人

ラボ」で本動画を公開して、若者に対して悪質商法被害防止の呼びかけを行います。 

 続きまして「４ 高齢者の消費者被害の防止」でございます。 

 資料５をご覧ください。高齢者悪質商法被害防止キャンペーンの取組について御説明を

いたします。 

 資料５－⑤をご覧いただきたいと思います。 

 高齢者の消費者被害でございますが、本人が被害に遭ったことに気づいていなかったり、

また、被害に遭ったと自覚しても恥ずかしいであったりとか、迷惑をかけたくない、また、

自分が悪いという気持ちから被害を隠したり、泣き寝入りしたりする傾向もありまして、

被害が潜在化しやすくなっているために、被害の未然防止のためには、高齢者御本人だけ

でなく、家族やホームヘルパーさんなど、家庭で地域で高齢者を見守る人々への注意喚起

が欠かせないと考えております。 

 そのため、高齢者の消費者被害未然防止、早期発見を目的といたしまして、９月をキャ

ンペーン月間といたしまして、啓発事業を実施いたしました。９月１０日から１２日まで

の３日間で都内２３区２６市１町３消費者団体と協働で高齢者被害特別相談を実施いたし

ました。 

 今年度は「高齢者をねらう『悪質商法』や『振り込め詐欺』にちょっと待った！！ 目

と心を配る“あなたの一手”が高齢者を被害から守ります」ということをテーマにいたし

まして啓発を行いました。 
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 啓発の具体的な内容としては、都民の方が多く立ち寄る高齢者関連施設、お風呂屋さん

といったところへのポスター掲出であったり、悪質商法の手口とともに、周りの人の気づ

きのポイントや対処方法を解説したリーフレットの配付、介護事業者を対象に消費生活相

談の電話番号を掲載したステッカーを配付いたしまして、周知を図ったところでございま

す。 

 また、都営地下鉄とバス、都電、民営バスに車内広告を主要６紙、読売、朝日、日経、

毎日、東京、産経に新聞広告を載せ、東京新聞のシニア向けの折り込み紙にカラー広告を

掲載したところでございます。そのほか「広報東京都」ですとか「東京くらしねっと」の

９月号に悪質商法の手口ですとかその対処方法、周りの人々の見守りのポイントを解説し

た記事を掲載いたしました。 

 最後に、各事業で作成したリーフレットなどを参考にお手元にお配りしてございます。

後ほどご覧いただければ幸いでございます。 

 私からの御説明は以上でございます。 

 ありがとうございました。 

○生活安全課長 生活安全課長の樋口と申します。 

 座って説明させていただきます。 

 私どもの生活安全課では、資料５の一番下の「５ 子どもの安全の確保」を重点テーマ

として、子供の事故防止に向けた情報発信や普及啓発に積極的に取り組んでおります。 

 本日、御報告させていただきますのが、資料５－⑥、見出しに「セーフティ・グッズ・

フェアｗｉｔｈサイエンスアゴラ２０１４ 開催報告」と記載しております資料をご覧く

ださい。 

 こちらは、今年の１１月７日から９日まで、土日を含めた３日間で東京都と都立産業技

術研究センター、キッズデザイン協議会の共催によりまして、お台場の都立産業技術研究

センターで開催しました。 

 「サイエンスアゴラ」という子供向けの理科の実験ですとか、科学者との対話を通じて、

科学と社会の関係をつくっていくという科学技術振興機構が実施するイベントと同時開催

とし、その集客力を活用させていただきました。 

 そもそもの開催の趣旨ですが、もともと身近な製品による子供の事故がなかなか後を絶

たないということで、事故を減らしていくにはどうしたらいいのかを内部で検討しました。

その結果、各メーカーさんの方で子供の事故防止の観点で、いろいろ安全、安心に配慮し
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たデザインの商品がたくさんあることに着目しまして、これをもっと消費者にＰＲして、

知ってもらう機会をつくり、実際の購入につなげていくことが重要であろうということで

この企画を実現したところです。 

 メーカーの方でもこうした安全な商品がたくさん売れれば商品開発に取り組むきっかけ

にもなりますし、子供の事故防止も進みやすくなるということで、こうしたサイクルを好

循環させて将来的には安全・安心な商品市場が実現できたらいいなと考えております。 

 今回は初開催ということで、３日間で約４，５００人の来場者がありました。写真にも

ありますように、初日の７日は企業を対象にして「ヒットにつなげる新たな視点の商品開

発」と題しまして、実践的なセミナーを開催しております。講師は登壇者の記載欄にあり

ますけれども、内容としては流通業界の方から売れる商品とかお客様の視点というのはど

ういったものかをお話しいただいたり、実際にキッズデザイン賞を受賞した企業の方から

成功体験や開発に至るまでの苦労話などをお話しいただいたり、なかなか盛りだくさんの

内容でして、８０人の定員がほぼいっぱいになりました。 

 下段に写真がありますけれども、展示コーナーにキッズデザイン賞の受賞作品、事故防

止に役立つ賞品ということで、約７０点展示いたしました。例えば、やけどを防止すると

いうことで、倒れてもお湯がこぼれない電気ケトルですとか、水蒸気が出ない炊飯器、ま

た、窒息を防止するためにブラインドの上げ下げをするひもがないようなブラインドある

いは首や体に巻きついても一定の力がかかるとカーテンのタッセルがぽんと途中のところ

で分断されるものとか。今、小麦アレルギーの方が多いということで、誤って食べてしま

ってもアレルギーを起こさないようなお米の粘土とか、いろいろな商品を事故のカテゴリ

ー別にわかりやすく展示いたしまして、かなりの集客がありました。 

 一番下に説明が書いてあるのですけれども、８日、９日の土日で親子向けのプログラム

ということで、企業の方に協力いただきながらワークショップを開催しました。具体的に

は、小学生の親子を対象にして、例えば南極の氷にさわってもらったりして、凍傷とか暴

風の危険を学んだり、オリジナルのキャンドルをつくって、ろうそくの安全な使い方です

とか、やけどはどうして起こるのかを学んだりして、多くの親子連れに楽しんでいただき

ました。 

 資料の右欄にありますけれども、テレビとか新聞とか、プレスの方にも多く取り上げて

いただいて、初回としてはまずまずの手応えを感じております。引き続き、来年度の開催

内容の充実に向けて共催されている方々と連携しながら取り組んでいきたいと思っており
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ます。 

 以上でございます。 

○越山部会長 どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの報告を元にそれぞれの専門的な見知からの御助言や新たな事業の

御提案などを御審議いただきたいと思います。 

 また、報告内容についての質疑、感想でも構いませんので、御意見等がございましたら、

お願いします。 

 なお、きょうの進め方なのですが、お手元にグリーンの本年度のアクションプログラム

があると思います。ちょうど事務局の皆さんは、この２ページに「１ 多様な主体との連

携」、次の４ページからの「２ 区市町村への支援」、「３ 若者の消費者被害の防止」、「４ 

高齢者の消費者被害の防止」、そして「５ 子どもの安全の確保」と５本の柱で当面、本年

度は重点的にいろいろやっていきましょうというアクションプログラムになっています。

昨年つくったこともあるので、それに基づいてのそれぞれの代表的な取組状況について御

紹介いただいた形になっています。 

 ということですから、各５つのテーマのそれぞれを詳細に御紹介いただいたわけではな

くて、それぞれの主要な活動や、新たにやったり、積極的に御活躍、活動していただいて

いる内容の実行状況の説明をいただいた形になっています。もう少しこんな方向で進んだ

らどうでしょうかという御助言とかがございましたら、お願いできればと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 どうぞ。 

○上村委員 御報告ありがとうございました。 

 まず、１つずつ言わせていただきたいと思います。 

 まず、「多様な主体との連携」のところで、金融経済に関する活動をクローズアップして

御報告いただいたのはとてもいいかなと思います。なぜかというと、御報告にもありまし

たけれども、金融庁、金融広報中央委員会という非常に大きな団体というか公的な機関が、

今、国際的な養成の中で金融教育はしなければならないと取り組んでいる非常に多様な主

体が連携しやすい条件のあるところですので、それは、東京都では積極的にやっています

よと、東京都の金融広報も頑張っていらっしゃいますというのが見えるようにここを重点

的に御報告され、また来年もされるのはとてもいいことだなと思います。 

 ただ、もしお願いができるならば、今までの金融教育とどこが違うかといったときに、
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家計管理、生活設計を柱とする４分野１０項目というものがあるのですけれども、今まで

の金融教育というと、どちらというと、各業界の商品の知識を金融教育と言っていたとこ

ろがありますけれども、今、やろうとしているのは、みんなの生活設計、家計管理がやり

にくくなっている社会の中で、そういう力をつけていくための家計管理、生活設計力をつ

ける。そのための金融教育だというのが、以前の金融教育と違うところですので、時々、

家計管理、生活設計というのが出てきているのですが、その辺ももう少し目立つ形でやっ

ていただけると、東京都が連携でやるべきところとして生活設計教育、家計管理教育、新

しい情報化、金融のグローバル社会の中で東京都民の生活設計力をつけるために多様なと

ころと連携しているというのがもう少し伝わるのではないかなと思いますので、その辺を

強調していただけるとありがたいなということで、まず１点目でございます。「多様な主体

との連携」ということでお願いというか、感想も込めましてお願いいたしました。 

 ２つ目の「区市町村への支援」というところで、東京都がきちんと体系的な知識を、先

ほども議論になっておりました消費者市民社会というのを矢野委員が講演されるようなき

ちんとした消費者問題マスター講座というのをなさったのはいいなと思います。９月に矢

野委員がされていらっしゃいますし、ここの委員の先生方が非常に積極的に発信をしてい

らっしゃる。単なる審議会の委員として座っているだけではなくて、みんな働いています

というのをアピールさせていただけるところでいいかなと思います。 

 こういう体系立ったところはとてもいいなと思うのですけれども、やはり東京都はいろ

いろな活動をやっている、例えばこういう担い手育成というのであれば、世田谷の「ひと

えの会」であるとか、地道に今まで区単位でやってきたものが、人育て、担い手育成がた

くさんあるのですね。そういうものが、都の単位で区の活動が広報できる非常にいいとこ

ろかなと思いますので、その辺も講座の中に入れていただくなり、何なりしてでもいいの

ですけれども、いろいろな区の地道な活動がこういうところで見えるような事業を１つ入

れていただくと、このマスター講座などの意義が非常に出てくるのではないかなと思いま

すので、次年度、この区ではこんなところが特色がありますよとか、こういうものをやっ

てますよとか、そういうものを御紹介いただくものも講座の中に入れておいていただくと

東京都らしさが出てくるのではないかなと思いましたというのが２番目の「区市町村への

支援」のところでお願い、感想でございます。 

 ３番目の「若者の消費者被害の防止」のところでございますけれども、これはちょっと

教えていただきたいのですが。 
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 先月、八王子の大学のコンソーシアムで職員向けの研修をさせていただいたのです。い

ろいろな大学が大学コンソーシアムというものに入っていますので、そこで発信をすると、

各大学の被害に遭いそうな若者を支援する職員、教員にやってますよというのが一斉に発

信することができる。文部科学省の消費者教育フェスタなども、南大阪の大学コンソーシ

アムで消費者教育フェスタということでいろいろな関西の大学を巻き込むということをや

っていらっしゃいますので、私は八王子でお話しをしたときに、西の堺、東の八王子で頑

張っていただきたいと思いますみたいなことを申し上げたのですが、そういうものも、大

学というか、若者などを巻き込むときにはおもしろい活動を東京都はやっていらっしゃい

ますので、その辺もまたクローズアップしていただけると東京らしいなというのが出てく

るのではないかなと思いました。 

 高齢者のほうはどなたか別の方にバトンタッチで、以上３点、感想、希望を申し述べさ

せていただきました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 では、３点。まず最初に、金融関係の教育の中で、生活設計、家計管理のようなキーワ

ードについても考えていただければということなのですけれども、本件については推進課

長さん、何かございますでしょうか。 

○消費生活総合センター活動推進課長 先ほどご説明いたしましたセミナーは、お手元に

お配りしてるチラシにあるとおり、家計管理と生活設計について考える相談会ということ

でもございます。引き続き、東京都金融広報委員会さんなどと協働し、同様に実施をして

まいりたいと思います。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 東京都金融広報委員会の宮阪委員のところですよね。 

○宮阪専門員 私のところです。 

 では、せっかくですので発言させて頂きます。 

 まずは、金融広報中央委員会や東京都金融広報委員会のことを色々とお褒めいただきま

して、どうもありがとうございます。 

 私は、この６月に東京都金融広報委員会の事務局長として着任してから東京都の活動を

実際目にしてきましたが、東京都はよくやっているなというのが正直な思いです。消費者
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教育に積極的に取り組まれていて、我々もその動きにしっかりついていきたい、あるいは

何らかの形で貢献したいという思いも着任後から抱いています。 

 その上でお話を聞いていただきたいのですけれども、我々は、まず、消費者教育と金融

教育は表裏一体だと思っております。なおかつ、先ほどもお話がありましたように、生活

設計といったところに基軸を置きながら、我々の最大の特色が中立公正な組織であるとい

うことを活かしながら活動を続けているということです。さらには、知識だけを求めるの

ではなくて、判断力を育成していきたいという点にウエートを置いて活動しております。

我々東京都金融広報委員会のこうした活動が東京都にお役に立っているのであればそれは

非常にありがたい話です。そのように聞いてて思いました。 

 あえて要望を申し上げますと、今回いただいた消費者教育のアクションプログラムの中

で、１から５までの項目がございますけれども、もし可能であれば、「２ 区市町村への支

援」の中で、消費生活相談員に対して私どもが何らかの形でいろいろな金融教育のノウハ

ウを教えて差し上げられるような機会を頂けるのであれば、多分より一層効果的に広まっ

ていくのではないのかと思っております。 

 以上でございます。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 今の最初の御意見について３つございましたので、順番に行きたいと思います。 

 ２つ目の消費者市民社会という部分について、これは新しい発想ですので、いろいろな

ところでその考え方やその存在をほとんどの消費者の方は知らないと思いますが、そうい

うことを何かの機会のたびにいろいろお伝えすることも大事だと思います。 

 さらに、先ほど御意見の中では、きょうの御紹介は、全て東京都の消費生活総合センタ

ーさんが主催だと思いますが、東京都さんはセンター・オブ・センターズとの役割をもっ

ていますが、実際には区市町村レベルでも同じような活動をやっておられると思います。

そこへの支援だとか、そことの連携だとかによって東京都さんのおやりになっていること

をうまく伝えることも重要なのかなという御意見だったのかなと思うのですけれども、そ

の件に関してはどこにお聞きしようか。 

○消費生活総合センター活動推進課長 それぞれの区市町村で頑張っておられる皆様やま

た、その活動をご紹介するような機会を東京都はマスター講座などにおいて設けるべきで

はないか、という上村先生のご意見だったと思うのですけれども、マスター講座におきま

しては、矢野先生が講師を務められた「消費者市民としての役割・消費者団体の活動」の
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講義の際、実際に各区市町村でどういった活動を行っているかということを簡単な資料に

いたしまして、受講生にお配りして、マスター講座修了後、地域に帰ってどういった活動

ができるかということは御提案させていただいております。今後も引き続きそういったこ

とは実施してまいりたいと思っております。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 もう一つありました若者向けのために大学間でのコンソーシアムというのですか、輪を

どんどん広げていくのがとても重要なのかなというお話があるのですが、これはどの辺か

ら。 

○消費生活総合センター活動推進課長 各大学についても、ぜひ私どもの出前講座など、

消費者被害防止の講座を開いてくださいということで、今、実際に営業活動をさせていた

だいて、今まで門戸を閉ざしていらした大学でも、やはり消費者被害があるということで

実際に出前講座を開催していただけることになっています。日本学生支援機構の主催で、

大学教職員を対象とした会議において出前講座を実施することになりましたので、こうい

ったことをきっかけにして徐々にこれから広がっていくことを期待しております。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 おっしゃるとおり、大学は門戸を閉ざしておって、私の研究室もせんだってやっと近隣

の習志野市と業務提携をして、これからそれに努めようとは思っている状況です。地域に

よって急がず、地道に少しずつ活動していかざるを得ない場合もあるのかも知れません。 

 引き続き今回の御活動について御意見等をお願いいたします。 

○増田委員 いろいろな項目については互いに関係し合っているのかなと思うのですけれ

ども、まず、「区市町村の消費者教育を担う人材の育成支援」ということですが、東京都の

場合は支援というのが非常に重要なことで、区市の職員の話を聞きますと、常に東京都を

見ていると感じます。私どもの会員が区市の消費生活相談員として勤務しておりまして、

そこで職員の方といろいろ話し合いをして、こうしてほしい、ああしてほしいというなど、

いろいろな事業の提案をする中で、前例がないとか、都が何をやっているとかなどの意見

があるそうです。職員さんが企画をするに当たってなかなか提案できないということがあ

るようなので、その辺のところを具体的な支援策として何かアイデアを情報提供すること

が目に見えない形ですけれども、非常に重要なことになるのではないかと思います。そこ

ら辺の充実を進めていただきたいと思います。 
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 若者に関してなのですけれども、私どもの団体では大学祭で出前講座を毎年十数件行っ

ておりますが、その開拓も非常に困難をきわめています。大学祭がお祭り状況になってま

すので、真面目な話をなかなか聞いていただけない。それをあめ玉でキャッチして話を聞

いてもらう時間をとって、キャッチセールスみたいな状況になっています。大学祭で出前

講座などを行うため、ぜひ大学に対する門戸を開くための協力をいただきたいと思います。 

 中学、高校に対して講座を私どもは行うことがあるのですけれども、都立高校のほうが

開拓がなかなか難しいです。例えば、県立のほうなどですと、１つのところがこれはいい

ぞと思うと口コミで要請があって、一度に大量の講座が広まっていく状況があります。そ

れが都立高校のほうにはちょっと感じられないものですから、今、どうなっているのかな

というのがあります。 

 特に中学、高校、最近は小学生もそうですけれども、情報の教育が学習指導要領にも書

かれておりますので、そこの部分については、教員自体が身につけていない内容だと思う

のです。今まで情報という項目になくて、いざ学生に教えるとなったときに、改めて学習

しないと教えられない項目だと思いますので、そこは非常に手厚くやらなければいけない。

また、いわゆる生徒指導というか、ネット上の炎上だとか個人情報の流出だとか、そうい

う社会的なことの問題のネット教育と、契約に関するネット教育が社会科と家庭科と分断

されているのが見てとれます。それをまとめて情報提供して出前講座をやりたいと思うと、

いや、それは社会科でやるからいいのですとか、それは家庭科でやるからいいのですとい

う反応が実はありまして、端から見ると一遍にやりたいと思うところです。分けてもいい

ですが、いずれにしても子供の頭に届く、耳に届く形での援助が非常に重要だと思います。

エイドさんの活用をもちろん中心的に行うということもあると思いますが、そのほかに、

もうちょっと情報に関する特化した専門的な団体というものもあるかと思います。それは

ある団体であったり、そういうことを勉強している私どもの自主研もございますし、いろ

いろな団体もあるかと思います。そういうところの活用という形もできるのかなと思いま

すので、ぜひ御検討いただけたらと思いました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 この意見もできるだけ有効に今後につなげていきたいと思っております。 

 まず最初の相談員についての関係に関しては何かコメントとかございますでしょうか。 

○消費生活総合センター活動推進課長 相談員に対する研修の所管は、消費生活総合セン
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ター活動推進課でございます。年間５回、基本的に飯田橋におきまして同じ内容を各２回

ずつ合計延べ１０回にわたり相談員が必要な、あるいは知りたい内容について研修を行っ

ております。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 ２つ目の御意見として、大学は先ほどから本当に大変なところなので、こつこつやって

いくしかないかなと思って、我々も使命だと思って尽力していこうと思っております。 

 中学、高校に関しては、昨年度の事前の調査研究の中で小中高ですか、学校教育の中で

消費者教育を進めるネックはどこにあるのかというのをかなり詳細に調べていただきまし

た。そのときもやはり時間的な面や新しいコンテンツや実践的な情報の習得の面などが指

摘されました。また、どう教えればいいか、コンテンツだけあったとしてもなかなかうま

く有効に使える機会がないなど、非常に難しい状況があると内容の報告書でした。消費生

活基本計画やアクションプログラムの作成時にも、どれだけどういう形で考慮できるかを

議論した記憶がございます。きょうは教育関係の方はどなたか来ておられるのですか。今

の御意見はそのような形で、事前に重点課題の１つとして捉えているところがございます

ので、これは引き続き議事録に残しておいていただいて、そういう大変な実態があるとい

うことを御記録いただければと思います。 

 どうぞ。 

○上村委員 今の小中高のところで、なかなか入って行きにくいというのは東京都さんだ

と区立の小学校だとかには入って行きにくいというお話もあるかなと思いますので、難し

いのかなと思っているのですが、例として、一番最初に出た金融教育、金融広報中央委員

会さんは、小学校も中学校も高校も非常に体系的に入っていらっしゃっていて、特に高校

向けだと「これであなたもひとり立ち」という冊子を使って授業がすぐできるホームペー

ジだとか、そういうものを出していらっしゃるというので、社会科であっても、家庭科で

もあってもお使いになられるような授業教材になっているのかなと思います。それが、今、

多分、委員が御発言だったように、情報のところがよりそういうものが緊急で求められて

いるのではないかなと思うのです。小中高一貫で、いろいろ私たちよりももっと小さい小

中高校生のほうが情報機器を上手に駆使できる中で後追いになってしまうのではないかと

いう懸念を大学の教員も、大学生をやってみたいな感じで検索をいろいろしてもらってい

る状態の中で追いついていくのかと非常に不安なところもありますので、その辺をどうい

う組織でうまくサポートしてもらったら学校教育の情報関係の教育ができるのか東京都で
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も試行錯誤していただけるとありがたいなと思いました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

 残りお二人ほどで時間が来てしまうと思いますけれども、洞澤委員と長谷川委員、もし

よろしければ何かコメントをいただければ幸いに存じます。 

○長谷川委員  

 先ほど大学の講座の件に関しまして、私どもＡＣＡＰでも幾つかの大学の教授の方とお

話をさせていただき、前期後期の各１５講座くらいに講師を派遣するということを長くや

ってきております。これはこれで結構なのですが、やはり事業者団体ですから、講義の内

容が企業関係の取組に偏るきらいがあります。来年度からは中身をもう少し消費者教育的

な視点を入れたカリキュラムにできないかと考えています。もちろん企業の消費者対応の

話や品質管理の話も重要ですが、先ほど上村委員からありました消費者市民社会の概念で

すとか、行政が行っている取組ですとか、消費生活センターの活動やその活用の仕方など

の話も組み込めればそのコースを受講した学生が、消費社会に関する基礎知識を学び、消

費者としての基本的なスタンスが身につくようにするのがいいのではないかと検討してお

ります。そういう意味では、いろいろなセクターの方に御協力いただかなくてはいけませ

んので、ぜひお願いしたいと思います。 

 もう一つは、セーフティ・グッズ・フェアのサイエンスアゴラの発想ですが、これは企

業からしてみると非常に興味深い取組です。実際に使用することから発見できた危険情報

が生で聞けて、それに対応する他社の製品を知れることは非常に価値があります。また、

そういう認識が広がることにより安全な製品が普及することにもつながるのではないかと

思います。子供だけではなくて、高齢者が使用する場合あるかとか、ユニバーサルな観点

など、テーマも幾つか考えられると思いますので、検討をしていただけると一層興味深い

取組になるものと思います。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございます。 

○洞澤委員 私のほうからも２点ほど、大した話ではないのですが。 

 先ほど来出ております学校の教育現場との連携の問題などについては、今回の答申案で

のパブリックコメントの中でも問題点が指摘されている状況もあるのかなと思いますので、

やはり喫緊の課題かなと思います。なので、諸先生方がおっしゃっているような御提案は
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検討の課題として非常に参考になるのかなと思いました。 

 東京都さんが取り組んでおられる多様な切り口での企画は本当にすごいなと思っており

まして、これがもっといろいろな人にうまく伝わるようにやっていくことが非常に需要か

なと思っています。その意味で、若者向けの講座などで、例えばいただいている資料など

では、新宿駅西口の広場とかサンシャインの広場でしたか、そういったどこか建物の中に

わざわざ入っていかないとできないような、聞けないようなものではなくて、ふらっと立

ち寄ってみるみたいなことができる企画は、安全の関係もそうなのですか、非常に重要か

なと思いますので、今後もこのような場をもっと広げていただけたらいいのではないかと

思いました。 

 以上です。 

○越山部会長 ありがとうございました。 

 時間が押してきましたので、ここで御意見等いただくのを１回終了させていただければ

と思います。 

 では、本日の御意見を踏まえて引き続き取り組みを進めていただければと思っておりま

す。そして、平成２７年度版の消費者教育アクションプログラムを作成する際の参考にし

ていただければと思います。本日の協議会の今後の日程についてなどを最後に事務局のほ

うから御報告いただければと思います。 

○企画調整課長 それでは、参考資料①の「東京都消費生活対策審議会 今後の予定」を

ごらんください。 

 一番下の欄が消費者教育推進協議会の日程となっております。 

 次回の協議会の日程でございますが、年が明けまして２月ごろを予定しております。そ

こでは、アクションプログラムの推進状況などをさらに御報告させていただきまして、次

年度、平成２７年度のアクションプランの策定に向けて御意見をいただくことを考えてお

ります。 

 日程等につきましては、改めて御連絡をさせていただきますので、よろしくお願いいた

します。 

 以上でございます。 

○越山部会長 これで終わってよろしいんでしたか。 

 どうも長い間ありがとうございました。お疲れさまです。 

午後５時２５分閉会 


